個人情報ファイル簿（単票）　　　　　　　　　　　　　　　　　　【保険年金課・後期高齢者医療係】
	個人情報ファイルの名称
	後期高齢者医療保険料納付勧奨対象者一覧

	行政機関等の名称
	真岡市長

	個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称
	市民生活部保険年金課

	個人情報ファイルの利用目的
	後期高齢者医療保険料の未納者に対し納付勧奨を行うため

	記録項目
	１．被保険者番号、２．氏名、３．保険料滞納始期
４．保険料滞納終期、５．保険料滞納額、６．納付期限
７．特別な事情の届け出制限、８．納付場所
９．問合せ部署、１０．連絡先郵便番号、１１．連絡先住所
１２．連絡先電話番号

	記録範囲
	過年度分の後期高齢者医療保険料に未納がある被保険者

	記録情報の収集方法
	後期高齢者医療システム

	要配慮個人情報が含まれるときは、その旨
	含む

	記録情報の経常的提供先
	－

	開示請求等を受理する組織の名称及び所在地
	（名　称）真岡市総務部総務課

	
	（所在地）〒321-4395　真岡市荒町5191番地

	訂正及び利用停止に関する他の法令の規定による特別の手続等
	

	個人情報ファイルの種別
	■法第60条第２項第１号

（電算処理ファイル）
	□法第60条第２項第２号
（マニュアル処理ファイル）

	
	政令第21条第７項に該当するファイル　□有　■無
	

	行政機関等匿名加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨
	非該当

	行政機関等匿名加工情報の提案を受ける組織の名称及び所在地
	（実施なし）

	行政機関等匿名加工情報の概要
	（実施なし）

	作成された行政機関等匿名加工情報に関する提案を受ける組織の名称及び所在地
	（実施なし）

	作成された行政機関等匿名加工情報に関する提案をすることができる期間
	（実施なし）

	備考
	



作成日（最終修正日）：令和８年７月９日
（例）個人情報ファイル簿（単票）※黄色で着色した欄は共通のため修正不要　【○○課・○○係】
	個人情報ファイルの名称
	○○○○システム

	行政機関等の名称
	真岡市長

	個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称
	○○部○○課

	個人情報ファイルの利用目的
	○○○○○○○○のため　※統一してください。

	記録項目
	１．氏名、２．住所、３．電話番号、…
※統一してください。

	記録範囲
	

	記録情報の収集方法
	本人

	要配慮個人情報が含まれるときは、その旨
	含む　もしくは　含まない

	記録情報の経常的提供先
	－

	開示請求等を受理する組織の名称及び所在地
	（名　称）真岡市総務部総務課

	
	（所在地）〒321-4395　真岡市荒町5191番地

	訂正及び利用停止に関する他の法令の規定による特別の手続等
	－

	個人情報ファイルの種別
	☑法第60条第２項第１号
（電算処理ファイル）
	□法第60条第２項第２号
（マニュアル処理ファイル）

	
	政令第21条第７項に該当するファイル　□有　☑無
	

	行政機関等匿名加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨
	非該当

	行政機関等匿名加工情報の提案を受ける組織の名称及び所在地
	（実施なし）

	行政機関等匿名加工情報の概要
	（実施なし）

	作成された行政機関等匿名加工情報に関する提案を受ける組織の名称及び所在地
	（実施なし）

	作成された行政機関等匿名加工情報に関する提案をすることができる期間
	（実施なし）

	備考
	


作成日（最終修正日）：令和　年　月　日
個人情報ファイル簿（単票）の作成要領（令和4年度作業資料抜粋）
１．個人情報ファイルの名称

当該個人情報ファイルが利用に供される事務が具体的に明らかになるように名称を記入してください。分かりやすい名称になるよう心掛けてください。

（例） ○○管理者ファイル、○○受給権者ファイル 等

２．行政機関等の名称

当該個人情報ファイルを保有している行政機関等の名称を記入してください。自治体名＋実施機関名で記入してください。

（例） 真岡市長、真岡市教育委員会、真岡市選挙管理委員会、真岡市農業委員会
３．個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称

当該個人情報ファイルを利用する事務を所掌する課室等の名称を記入してください。

４．個人情報ファイルの利用目的

当該個人情報ファイルがどのような事務に利用されるのか住民が具体的に認識できるよう、利用目的をできる限り特定して、分かりやすい表現で記入してください。

（例） ○○審査事務における本人の資格審査のため　※「～のため」で統一します。
５．記録項目

当該個人情報ファイルに記録される項目を分かりやすい表現で具体的に記入してください。

記入の際には、各記録項目に順に番号を付すとともに、各記録項目の間を「、」で区切ってください。

（例）１．氏名、２．住所、３．性別、４．免許番号、５．発給額、・・・

※ただし、新法第75条第３項により、事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、記載しないことができます。

６．記録範囲

「記録範囲」とは、本人として個人情報ファイルに記録される個人の範囲をいいます。ここでいう「本人」とは、他の個人の氏名、生年月日その他の記述等によらないで検索し得る者をいいます。
保有個人情報の本人として、当該個人情報ファイルに記録される個人の範囲を分かりやすい表現で具体的に記入してください。また、保有個人情報の本人として記録される個人の種類が複数ある場合には、全てを列挙してください。

（例） ○○申請書を提出した者（令和△△年度以降）

７．記録情報の収集方法

「記録情報」とは、個人情報ファイルに記録される個人情報をいいます。
保有個人情報の収集の相手方及び手段を分かりやすい表現で記入してください。

（例）本人、住民基本台帳システム、公用請求により官公署等

※ただし、新法第75条第３項により、事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、記載しないことができます。

８．要配慮個人情報が含まれるときは、その旨

記録情報に要配慮個人情報が含まれる場合には「含む」と記入し、含まない場合には「含まない」と記入してください。

※要配慮個人情報とは下記のものをいいます。（個人情報の保護に関する法律施行令第二条）
一　身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の個人情報保護委員会規則で定める心身の機能の障害があること。
二　本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（次号において「医師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期発見のための健康診断その他の検査（同号において「健康診断等」という。）の結果。
三　健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。
四　本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと。
五　本人を少年法（昭和二十三年法律第百六十八号）第三条第一項に規定する少年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと。
９．記録情報の経常的提供先

記録情報を経常的に提供する相手方の名称を記入してください。

※ただし、新法第75条第３項により、事務又は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、記載しないことができます。

（例）税務署、医療機関　など。　提供先がない場合は、「―」と記入してください。

※「経常的に提供」とは、一定の相手方に、継続的に提供する場合のほか、一定期間ごとに提供する場合、不定期であっても依頼があれば必ず提供することとしている場合等が含まれます。利用目的内の提供か利用目的以外の提供かを問いません。

10．開示等請求を受理する組織の名称及び所在地

開示請求、訂正請求及び利用停止請求を受理する課等の名称及び所在地を記入してください。複数ある場合には、それらを列挙してください。基本的には市長部局は総務課、教育委員会は学校教育課、他の実施機関については実施機関名を記入してください。
（例） （名　称）真岡市総務部総務課
（所在地）〒321-4395　栃木県真岡市荒町5191番地
11．訂正及び利用停止に関する他の法令の規定による特別の手続等

訂正及び利用停止に関する他の法令の規定により特別の手続が定められているときは、①該当する記録項目に付した番号及び②当該法令の条項（法令番号を含む。）を記入してください。

（例）２、４及び５の各記録項目の内容については、△△法（平成××年法律第○○号）第△条第□号に基づき訂正請求ができる。

（例）特別の手続がない場合は、「―」と記入してください。

12．個人情報ファイルの種別及び政令第21条第７項に該当するファイルの有無

個人情報ファイルの種別の欄は、「電算処理ファイル」か「マニュアル処理ファイル」かの別について、該当する□にレ点を記入してください。

また、電子計算機処理ファイルである場合には、その作成に際し、入力票又は出力票をマニュアル（手作業）処理に係る個人情報ファイルとして保有している場合の有無について、「政令第21条第７項に該当するファイル」欄の□にレ点を記入してください。

※「行政機関等匿名加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨」以下の欄については、真岡市において「行政機関等匿名加工情報の提案募集」を当面行わないため、「非該当」や「実施なし」となります。
